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地域経済研究　第28号　2017
　Y= C + T +S （2）
　両式から T+ S = I + G +X－M となり、いわゆ
る「域際収支」X－M は、下記のように結果とし


















































of payment）と呼んでいる」とされている 5 ）。
　いわゆる「域際収支」は、次の恒等式によって
説明される。
　Y= C + I + G +X－M （1）
　ここで C は民間消費、I は民間投資、G は政府












間消費を C、租税を T とすると、当該地域の所得
Y は民間消費と租税に使われ、残りは貯蓄 S とな
る。
5 ）国民経済計算でいう経常収支は、財貨・サービ






































総称することがある ── は16. 8兆円、その他の































ビスの輸出入（純）はマイナス15. 9兆円、第 1 次所




















































































3. 1 県内総固定資本形成 3. 5 県民貯蓄
3. 2 （控除）固定資本減耗 3. 6 県外からの資本移転（純）






























































































































































すなわち地域経済 E は、稼得力のある基盤産業 Ebasic と
それ以外の非基盤産業 Enon から構成される。つまり、
E=Ebasic +Enon である。右辺を加工すると、E=（ 1 +Enon ⁄ 








































































































































　第 2 に、これら 3 変数間の見かけの相関にも注
意する必要がある。相関係数については、人口 1
人あたり財貨・サービス収支と人口 1 人あたり県
民所得で0. 877、人口 1 人あたり経常県外収支と































　　  2  ．人口 1 人あたり県民所得（要素費用表示）と家計部門（個人企業を含む）の人口 1 人あたり県民可処分所得について、それぞれ2011





















24）47都道府県全体の人口 1 人あたりの数値は算術 平均である（以下同じ）。
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相関が弱まっている。さらに人口 1 人あたり経常


















収支で0. 663であり、いずれも 1 ％水準で有意で
ある。一方、偏相関係数については、人口 1 人あ
たり財貨・サービス収支と人口 1 人あたり県民所
得では0. 803（ 1 ％水準で有意）であるが、人口
1 人あたり財貨・サービス収支と人口 1 人あたり
経常県外収支では0. 368（ 5 ％水準で有意）であり、

































































































































33. 1万円（下降群の同9. 0％）、高位群で11. 6万円
（高位群の同3. 2％）であるが、主に地方圏から構
成 さ れ る 上 昇 群 で は65. 0万 円（ 上 昇 群 の 同





63. 7万円（上昇群の同18. 5％）、下位群53. 9万円（下
位群の同16. 4％）、下降群43. 9万円（下降群の同






















350. 9万円のうち家計部門が222. 5万円（63. 4％）
を 占 め る。 こ れ に 次 い で 政 府 部 門72. 5万 円
（20. 7％）、企業部門49. 2万円（14. 0％）となって
いる。類型別にみると、家計部門の構成比は高位
群では69. 2％を占めるのに対し、下位群では
60. 5％、下降群では61. 7％であり、 8 ポイント前
後の開きがある。また、政府部門の構成比は高位

































県民可処分所得 350. ９ 343. 4 365. 7 < 328. 0 360. ９
県民雇用者報酬 175. ９ 167. 1 178. ９ 152. 4 >> 208. 2 <<
財産所得 15. ９ 13. 2 > 17. 5 14. 1 1９. 1
企業所得 ９0. ９ 77. 4 >> 107. 2 << 83. 0 ９2. 7
その他の経常移転（純） 42. 7 65. 0 << 33. 1 54. 8 11. 6 >>
税・補助金 25. 6 20. 7 >> 2９. 1 < 23. 6 2９. 4
県内雇用報酬 171. ９ 160. 7 > 176. 5 151. 8 >> 201. 5
県外からの雇用者報酬（純） 4. 0 6. 4 2. 4 0. 5 >> 6. 7
営業余剰・混合所得 ９4. ９ 80. 1 >> 112. 7 << 85. ９ ９7. 5
県外からの財産所得（純） 11. 8 10. 5 12. 0 11. 2 14. 2
その他の経常移転（純） 42. 7 65. 0 << 33. 1 54. 8 11. 6 >>
税・補助金 25. 6 20. 7 >> 2９. 1 < 23. 6 2９. 4
企業部門の県民可処分所得 4９. 2 37. ９ >> 63. 0 << 47. 3 45. ９
法人企業の企業所得 57. 4 44. 7 >> 73. 1 << 53. 7 54. 5
公的企業の企業所得 2. 0 1. 3 1. 8 1. 2 > 4. 3
その他の経常移転（純） －10. 1 －8. 1 < －11. 8 －7. 6 << －12. ９
政府部門の県民可処分所得 72. 5 81.９ 70. 2 75. 3 5９. 1
財産所得 －2. ９ －2. 5 －2. 8 －2. 2 －4. 1
その他の経常移転（純） 4９. 8 63. 7 << 43. ９ 53. ９ 33. ９
税・補助金 25. 6 20. 7 >> 2９. 1 < 23. 6 2９. 4
家計部門の県民可処分所得 222. 5 216. 8 225. 7 1９8. 4 >> 24９. ９ <<
賃金・俸給 147. 3 13９. 7 14９. 6 127. 1 >> 175. 6 <<
雇主の社会負担 28. 6 27. 3 >> 2９. 2 25. 3 >> 32. 6
財産所得 18. 4 15. 4 >> 20. 0 16. 0 > 22. ９
個人企業の企業所得 31. 5 31. 3 32. 3 28. 2 > 33. ９
その他の経常移転（純） －3. 4 3. 0 << －5. 5 1. 8 < －15. 1
非営利部門の県民可処分所得 6. 7 6. 8 6. 8 7. 0 6. 0
財産所得 0. 3 0. 3 0. 3 0. 3 0. 2
































































































は、XhとYtで0. 828（ 1 ％水準で有意）、XhとYpで0. 786
（同）であり、いずれも有意な正の相関がみられる。
一 方、XgとYtで0. 265、XgとYpで は －0. 148で あ り、
相関は認められない。ただし、人口 1 人あたり地

































（注） 1  ．内閣府「県民経済計算年報」2013年度、国税庁「国税統計年報」2013年度、総務省「都道府県決算状況調」2013年度、同「市町村決
算状況調」2013年度、厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」2013年度、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び
世帯数調査」2014年 1 月 1 日現在から作成。
　　  2  ．人口構成以外は人口 1 人あたり。国税・地方税の受益・負担差額は（地方税＋地方譲与税＋地方特例交付金＋地方交付税＋国庫支出
金－国直轄事業負担金）－（国税＋地方税）による。












農林水産業 万円 －0. 641 ** －0. 766 ** －0. 3９5 0. 048 －0. 368
製造業 万円 0. 458 ** 0. 625 * 0. 500 0. 612 0. 058
建設業 万円 －0. 205 －0. 277 －0. 338 0. 305 0. 511
卸売・小売業 万円 0. 527 ** －0. 028 －0. 050 0. 651 0. 750 *
金融・保険業 万円 0. 4９5 ** 0. 117 0. 071 0. 606 0. 746 *
不動産業 万円 0. 782 ** 0. 678 ** 0. 372 0. ９42 ** 0. 7９2 *
運輸業 万円 0. 381 ** －0. 1９2 0. 316 0. 1９0 0. 5９7
情報通信業 万円 0. 520 ** 0. 270 0. 037 0. 188 0. 738 *
サービス業 万円 0. 432 ** －0. 317 0. 002 －0. 212 0. 6９2 *
政府サービス生産者 万円 －0. 500 ** －0. 670 ** －0. 360 －0. 355 0. 347
対家計非営利サービス生産者 万円 0. 077 0. 041 0. 265 0. 125 0. 111
経常移転企業部門 万円 －0. 56９ ** －0. 105 0. 041 －0. 435 －0. 843 **
政府部門 万円 －0. 115 －0. 185 0. 087 0. 426 0. 687 *
家計部門 万円 －0. 677 ** －0. 488 －0. 12９ －0. 3９7 －0. 885 **
対家計非営利団体 万円 －0. 207 －0. 082 0. 120 －0. 146 －0. 0９5
県内総生産
財貨・サービスの移出入（純） 万円 0. 63９ ** 0. 614 * 0. 618 * 0. 18９ 0. 715 *
民間最終消費支出 万円 0. 751 ** 0. 021 0. 1９6 0. 81９ ** 0. 872 **
　家計最終消費支出 万円 0. 756 ** 0. 024 0. 180 0. 821 ** 0. 878 **
　政府最終消費支出 万円 －0. 427 ** －0. 805 ** －0. 477 0. 2９7 0. 36９
県内総資本形成 万円 0. 0９7 －0. 338 －0. 186 0. 803 ** 0. 523
　公的総固定資本形成 万円 －0. 555 ** －0. 565 * －0. 545 * 0. 523 －0. 445
固定資本減耗 万円 0. 5９4 ** 0. 242 0. 516 * 0. 742 * 0. 731 *
県民貯蓄 万円 0. 3９8 ** 0. 565 * 0. 607 * 0. 242 0. 656
税・年金地方税 万円 0. 845 ** 0. 753 ** 0. 632 * 0. 842 ** 0. ９04 **
地方交付税・国庫支出金 万円 －0. 732 ** －0. 67９ ** －0. 625 * 0. 224 －0. 881 **
国税・地方税の受益・負担差額 万円 －0. 768 ** －0. 6９7 ** －0. 401 －0. 10９ －0. 825 **
公的年金の給付・負担差額 万円 －0. 406 ** 0. 205 －0. 032 0. 607 －0. 781 *
人口65歳以上人口比率 ％ －0. 3９3 ** －0. 504 －0. 41９ 0. 575 －0. 644
平均年齢 歳 －0. 401 ** －0. 622 * －0. 444 0. 627 －0. 747 *
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（注） 1  ．内閣府「県民経済計算年報」2013年度から作成（人口と県内就業者数も同統計による）。
　　  2  ．記号は人口 1 人あたりでみた各群の算術平均に関する両側検定結果。記号の向きは両群間の大小関係を示している。記号 2 つは 1 ％
水準、 1 つは 5 ％水準で有意。
全　体 上昇群 検定 下降群
県民所得
県民可処分所得 万円 350. ９ 343. 4 < 365. 7
　法人企業・金融機関 万円 4９. 2 37. ９ << 63. 0
　一般政府 万円 72. 5 81. ９ 70. 2
　家計・個人企業 万円 222. 5 216. 8 225. 7
　対家計民間非営利団体 万円 6. 7 6. 8 6. 8
県民雇用者報酬 万円 175. ９ 167. 1 < 178. ９
　賃金・俸給 万円 147. 3 13９. 7 14９. 6
　雇主の社会負担 万円 28. 6 27. 3 2９. 2
県内雇用者報酬 万円 171. ９ 160. 7 < 176. 5
県外からの雇用者報酬（純） 万円 4. 0 6. 4 2. 4
財産所得 万円 15. ９ 13. 2 << 17. 5
　一般政府 万円 －2. ９ －2. 5 －2. 8
　家計 万円 18. 4 15. 4 << 20. 0
　対家計民間非営利団体 万円 0. 3 0. 3 0. 3
企業所得 万円 ９0. ９ 77. 4 << 107. 2
　民間法人企業 万円 57. 4 44. 7 << 73. 1
　公的企業 万円 2. 0 1. 3 1. 8
　個人企業 万円 31. 5 31. 3 32. 3
営業余剰・混合所得 万円 ９4. ９ 80. 1 << 112. 7
県外からの財産所得（純） 万円 11. 8 10. 5 12. 0
その他の経常移転（純） 万円 42. 7 65. 0 >> 33. 1
　非金融法人企業・金融機関 万円 －10. 1 －8. 1 >> －11. 8
　一般政府 万円 4９. 8 63. 7 >> 43. ９
　家計・個人企業 万円 －3. 4 3. 0 >> －5. 5
　対家計民間非営利団体 万円 6. 4 6. 5 6. 5
県民所得（要素価格表示） 万円 282. 7 257. 7 << 303. 5
県民所得（市場価格表示） 万円 308. 3 278. 4 << 332. 6
財貨・サービスの移出入（純） 万円 －10. ９ －37. ９ << 11. 5
経常県外収支 万円 47. 6 44. 0 58. ９
税・補助金 万円 25. 6 20. 7 << 2９. 1
県内総生産・総支出
県内総生産 万円 365. ９ 331. 8 << 3９5. 1
　農林水産業 万円 6. 0 7. ９ >> 4. 6
　製造業 万円 74. 7 52. 5 << 105. 0
　建設業 万円 23. 6 25. 2 22. ９
　卸売・小売業 万円 41. 4 35. 4 < 42. 2
　金融・保険業 万円 13. 8 12. 1 < 13. ９
　不動産業 万円 48. 8 45. 4 50. 2
　運輸業 万円 16. 0 14. ９ 16. 3
　情報通信業 万円 13. 5 10. 6 12. 4
　サービス業 万円 70. 5 67. 0 70. 4
　政府サービス生産者 万円 37. 0 40. 3 35. 7
　対家計民間非営利サービス生産者 万円 8. 4 8. 3 8. 4
県内総生産／県内就業者数 万円 773. 0 714. 0 << 834. 7
民間最終消費支出 万円 217. 4 207. 2 << 223. 2
　家計最終消費支出 万円 211. 6 201. 3 << 217. 2
政府最終消費支出 万円 81. 1 87. 2 > 78. 1
県内総資本形成 万円 78. 3 75. 3 82. 3
　公的総固定資本形成 万円 21. 6 25. 3 20. 5
固定資本減耗 万円 73. 5 70. 3 < 76. 8
県民貯蓄 万円 52. 4 4９. 0 64. 4
関連指標県民雇用者報酬／県民所得（要素費用表示） ％ 62. 4 64. 8 >> 58. ９
家計最終消費支出／県民可処分所得 ％ 63. 7 63. 2 61. ９
県民貯蓄／県民可処分所得 ％ 14. 3 14. 0 17. 2
賃金・俸給／県民雇用者報酬 ％ 83. 7 83. 5 83. 6
中間投入／産出額（生産者価格表示） ％ 47. 4 44. ９ << 4９. 5
































































































































































































（注） 1  ．国税庁「国税統計年報」2013年度、総務省「都道府県決算状況調」2013年度、同「市町村決算状況調」2013年度、同「地方財政統計
年報」2013年度、厚生労働省「厚生年金保険・国民年金事業年報」2013年度、総務省「国勢調査」2010年、同「住民基本台帳に基づく
人口、人口動態及び世帯数調査」2014年 1 月 1 日現在、同「経済センサス」、同「家計調査年報」2013年、国土交通省「建築着工統計
調査」2013年度、日本自動車販売協会連合会「新車乗用車販売統計」2013年から作成。
　　  2  ．国税のうち局引受分は、各局を構成する都道府県の収納済額に応じて関係都道府県に按分した。国税のうち消費税・地方消費税は、
清算前の都道府県別地方消費税収入額を 5 倍した額を用いた。国税のうち地方譲与税関係は、「地方財政統計年報」の団体別・税目別
地方譲与税譲与額による。
　　  3  ．地方債現在高のうち都道府県分は、総務省「都道府県決算状況調」2014年度版（2014年 3 月31日現在）による。
　　  4  ．人口 1 人あたりの人口は、内閣府「県民経済計算年報」2013年度。昼夜間人口比率は2010年10月 1 日現在。平均年齢と年齢階層別人
口構成は2014年 1 月 1 日現在の日本人のみ。小売業年間販売額は2012年と2014年の平均。「家計調査年報」の対象は県庁所在都市の全
世帯である。
　　  5  ．金額は人口 1 人あたり、面積と台数は人口千人あたりである。記号は各群の算術平均に関する両側検定結果。記号の向きは両群間の
大小関係を示している。記号 2 つは 1 ％水準、 1 つは 5 ％水準で有意。
全　体 上昇群 検定 下降群
国税
国税計 万円 26. 1 17. 8 << 27. 8
　所得税・復興特別所得税 万円 7. 7 5. 8 << 7. 8
　法人税・復興特別法人税 万円 4. ９ 3. 0 << 5. 2
　消費税・地方消費税 万円 7. 2 5. 4 < 7. 5
　酒税・たばこ税 万円 2. 2 1. 6 2. 2
　地方譲与税関係 万円 2. ９ 1. 1 3. 8
　地方法人特別税 万円 1. 3 1. 0 << 1. 4
地方財政
地方税計 万円 24. 4 22. 0 << 25. ９
　県民・市町村民所得割 万円 5. 6 5. 1 << 6. 0
　県民財産所得割 万円 0. 3 0. 2 << 0. 3
　県・市町村法人関係 万円 2. 8 2. 3 << 3. 2
地方譲与税 万円 2. 1 2. 2 > 2. 0
地方特例交付金 万円 0. 1 0. 1 << 0. 1
地方交付税 万円 22. 0 30. 0 >> 18. 5
国庫支出金 万円 15. 5 1９. 0 > 12. 7
地方債現在高 万円 133. 4 154. 3 134. 0
受益・負担差額 万円 12. 7 32. 4 >> 4. 7
年金年金給付額 万円 37. 6 38. 7 3９. 3
年金収納済額・負担額 万円 15. 7 13. 7 < 16. 3
給付・負担差額 万円 21. 8 25. 0 23. 0
人口構成
昼夜間人口比率 夜100 ９９. 2 ９8. 6 ９９. 6
平均年齢 歳 46. 4 47. 4 > 46. 3
0 〜14歳人口構成比 ％ 13. 1 12. 7 13. 1
15〜64歳人口構成比 ％ 60. 5 5９. 4 60. 4
65歳以上人口構成比 ％ 26. 4 27. ９ 26. 5
購買力小売業年間販売額 万円 ９1. 2 ９1. 2 ９1. 8
家計消費支出額 全国100 ９6. 0 ９3. 2 ９7. 7
新設住宅着工床面積（千人あたり） ㎡ 652. 7 5９5. 0 660. 3
新車乗用車登録台数（千人あたり） 台 22. 7 22. 1 24. 3



















































































みると、企業部門59. 3兆円：57. 5兆円：36. 4兆円、
政府部門90. 1兆円：64. 4兆円：68. 0兆円、家計部門
302. 1兆円：295. 9兆円：287. 6兆円、対家計民間非
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図表１0　貯蓄投資バランスに関する上昇群と下降群の比較
（注） 1  ．内閣府「県民経済計算年報」2013年度から作成（人口も同統計による）。
　　  2  ．調整方法については脚注38を参照。
　　  3  ．人口 1 人あたりでみた各群の算術平均に関する両側検定結果。記号の向きは両群間の大小関係。記号 2 つは 1 ％水準、1 つは 5 ％水準で有意。
a．調整前
全　体 上昇群 検定 下降群
全部門
県民可処分所得 万円 350. ９ 343. 4 365. 7
最終消費支出 万円 2９8. 5 2９4. 4 301. 2
県民貯蓄 万円 52. 4 4９. 0 64. 4
県内純資本形成 万円 4. 8 5. 0 5. 5
　県内総資本形成 万円 78. 3 75. 3 82. 3
　固定資本減耗 万円 73. 5 70. 3 < 76. 8
経常県外収支 万円 47. 6 44. 0 58. ９
　財貨・サービスの移出入（純） 万円 －10. ９ －37. ９ << 11. 5
　県外からの雇用者報酬（純） 万円 4. 0 6. 4 2. 4
　県外からの財産所得（純） 万円 11. 8 10. 5 12. 0
　その他の経常移転（純） 万円 42. 7 65. 0 >> 33. 1
政府部門
県民可処分所得 万円 72. 5 81. ９ 70. 2
最終消費支出 万円 81. 1 87. 2 > 78. 1
県民貯蓄 万円 －8. 5 －5. 3 －7. ９
県内純資本形成 万円 ９. 7 11. 1 ９. 4
　県内総資本形成 万円 21. 6 25. 4 20. 5
　固定資本減耗 万円 11. ９ 14. 3 >> 11. 1
経常県外収支 万円 －18. 3 －16. 4 －17. 3
民間部門
県民可処分所得 万円 278. 4 261. 5 << 2９5. 5
最終消費支出 万円 217. 4 207. 2 << 223. 2
県民貯蓄 万円 60. ９ 54. 3 < 72. 3
県内純資本形成 万円 －5. 0 －6. 1 －3. 8
　県内総資本形成 万円 56. 7 4９. ９ << 61. ９
　固定資本減耗 万円 61. 6 56. 0 << 65. 7
経常県外収支 万円 65. ９ 60. 4 < 76. 2
ｂ．調整後
全　体 上昇群 検定 下降群
全部門
県民可処分所得 万円 325. ９ 314. ９ << 342. 3
最終消費支出 万円 2９8. 5 2９4. 4 301. 2
県民貯蓄 万円 27. 4 20. 5 < 41. 0
県内純資本形成 万円 4. 8 5. 0 5. 5
　県内総資本形成 万円 78. 3 75. 3 82. 3
　固定資本減耗 万円 73. 5 70. 3 < 76. 8
経常県外収支 万円 22. 6 15. 5 35. 5
　財貨・サービスの移出入（純） 万円 －10. ９ －37. ９ << 11. 5
　県外からの雇用者報酬（純） 万円 4. 0 6. 4 2. 4
　県外からの財産所得（純） 万円 11. 8 10. 5 12. 0
　その他の経常移転（純） 万円 17. 6 36. 5 >> ９. 7
政府部門
県民可処分所得 万円 50. 4 53. 6 50. 6
最終消費支出 万円 81. 1 87. 2 > 78. 1
県民貯蓄 万円 －30. 7 －33. 6 －27. 4
県内純資本形成 万円 ９. 7 11. 1 ９. 4
　県内総資本形成 万円 21. 6 25. 4 20. 5
　固定資本減耗 万円 11. ９ 14. 3 >> 11. 1
経常県外収支 万円 －40. 4 －44. 7 －36. 8
民間部門
県民可処分所得 万円 275. 5 261. 3 << 2９1. 7
最終消費支出 万円 217. 4 207. 2 << 223. 2
県民貯蓄 万円 58. 1 54. 1 68. 5
県内純資本形成 万円 －5. 0 －6. 1 －3. 8
　県内総資本形成 万円 56. 7 4９. ９ << 61. ９
　固定資本減耗 万円 61. 6 56. 0 << 65. 7
経常県外収支 万円 63. 0 60. 2 72. 3










































































































































（注） 1  ．資本調達勘定（実物取引）を公表している28道府県の「県民経済計算」2013年度から作成。
　　  2  ．域際収支のうち＊印は統計上の不突合を含まない。
　　  3  ．人口 1 人あたりでみた各群の算術平均に関する両側検定結果。記号の向きは両群間の大小関係を示している。記号 2 つは 1 ％水準、









県民可処分所得 万円 351. 8 347. 7 370. 3
県民貯蓄 万円 57. 0 51. 2 75. 3
県内純資本形成 万円 5. 6 5. 7 2. ９
　県内総資本形成 万円 7９. 0 78. 2 80. 5
　固定資本減耗 万円 73. 4 72. 5 77. 7
経常県外収支 万円 51. 4 45. 5 72. 4
　財貨・サービスの移出入（純） 万円 －6. 7 －31. 2 << 32. 6
　県外からの雇用者報酬（純） 万円 4. 0 2. 8 2. 3
　県外からの財産所得（純） 万円 11. 3 ９. 2 13. 4
　その他の経常移転（純） 万円 42. 8 64. 7 >> 24. 1
域際収支経常県外収支
＊ 万円 48. 7 40. 7 < 74. 0
県外からの資本移転（純） 万円 8. ９ 16. 5 1. 7
県外に対する債権の変動 万円 57. 6 57. 1 75. 6
（再掲）















































































門における人口 1 人あたり県民可処分所得は、 9
図表１２　島根県と広島県における労働分配率
（注） 1 ．内閣府「県民経済計算年報」から作成。
































































































































訳、東洋経済新報社［Krugman, P., R. Wells, 


















































































































































Why is the disposable income per capita of households in 
Hiroshima Prefecture so lower ranked? :
The actual conditions of regional economies in terms of Balance of Payment
Toshiyasu ITO †
Abstract
So-called “Balance of Payment” in regional economies is usually defined by (Savings-Investment)+(Taxes- 
Government Expenditures)=(Exports-Imports). But it deals with only the transaction of goods and services. 
Balance of Payment among regions in a precise sense is given by Current Account Balance+Capital Account 
Balance=Financial Account Balance. Where, Current Account Balance=Account of Exports and Imports+ 
Account of Income+Account of Other Current Transfers.
The sum of 47 prefectures amounts to ¥18. 1 billion in Account of Exports and Imports, ¥16. 8 billion in 
Account of Income, and ¥33. 1 billion in Account of Other Current Transfers in FY2013. Regarding Account 
of Income and Other Current Transfers we cannot get data of all prefectures. But we must consider at least 
Current Account of Balance. It means to analyze regional economies not only in terms of value added but 
also Disposable Income.
We compared many indexes especially between 14 prefectures, which are lower ranked in Prefectural 
Income per capita but upper ranked in Disposable Income per capita, and 15 prefectures, which are upper 
ranked in Prefectural Income per capita but lower ranked in Disposable Income per capita. The results 
show us that the latter exceeds the former in Gross Prefectural Production per capita, Prefectural Income 
per capita and tax revenues per capita, while the former exceeds the latter in Other Current Transfers per 
capita, benefits minus burdens per capita and labor’s share.
Key words:  Balance of Payment, Current Account Balance, Disposable Income of households
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